
科 目 金 額 科 目 金 額

7,818,371 4,739,241

現 金 及 び 預 金 3,356,957 営 業 未 払 金 83,883

営 業 未 収 入 金 441,793 工 事 未 払 金 261,913

リ ー ス 債 権 611,035 未 払 費 用 78,429

未 成 工 事 支 出 金 6,137 未 払 法 人 税 等 136,455

商 品 5,062 営 業 前 受 金 2,574,063

前 払 費 用 38,341 預 り 家 賃 等 967,128

未 収 入 金 284,453 預 り 金 256,737

運 用 委 託 金 3,085,990 賞 与 引 当 金 289,690

貸 倒 引 当 金 △ 11,400 役 員 賞 与 引 当 金 8,938

資 産 除 去 債 務 82,000

2,551,558 2,634,618

1,899,464 退 職 給 付 引 当 金 138,683

建 物 1,796,310 役員退職慰労引当金 100

構 築 物 31,220 資 産 除 去 債 務 18,107

機 械 装 置 1,725 預 り 敷 金 1,867,632

工具、器具及び備品 70,208 預 り 保 証 金 610,095

7,172 負 債 合 計 7,373,859

ソ フ ト ウ ェ ア 150

電 話 加 入 権 3,839 2,996,070

水 道 施 設 利 用 権 3,183 資 本 金 200,000

644,920 利 益 剰 余 金 2,796,070

長 期 前 払 費 用 46,091 利 益 準 備 金 50,000

繰 延 税 金 資 産 183,000 その他利益剰余金 2,746,070

敷 金 及 び 保 証 金 274,389 別 途 積 立 金 970,000

寄 託 敷 金 5,767 繰越利益剰余金 1,776,070

前 払 年 金 費 用 135,614

そ の 他 の 投 資 等 57

純 資 産 合 計 2,996,070

10,369,929 10,369,929

注）１．記載金額は千円未満を切り捨てています。 円

資 産 合 計

株 主 資 本

負 債 ・ 純 資 産 合 計

貸   借   対   照   表

（単位：千円）

（2026年 1月 31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 負 債

固 定 資 産

流 動 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産

純 資 産 の 部

有 形 固 定 資 産

固 定 負 債



（単位：千円）

内 訳 合 計

　営　業　収　益 37,018,225

　　　不動産賃貸収入 32,091,305

　　　不動産管理収入 614,130

　　　完成工事高 3,628,049

　　　その他の営業収入 684,739

　営　業　費　用 31,100,792

　　　不動産賃貸費用 28,277,169

　　　不動産管理費用 185,673

　　　完成工事売上原価 2,477,836

　　　その他の営業費用 160,111

　営　業　総　利　益 5,917,432

　販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,152,151

　営　業　利　益 2,765,281

　営　業　外　収　益 32,576

　　　受取利息及び配当金 5,330

　　　雑収入 27,245

　営　業　外　費　用 19,736

　　　雑支出 19,736

　経　常　利　益 2,778,121

　特　別　利　益 -                   

　特　別　損　失 95,319

      固定資産除却損 7,113

       組織再編関連費用 88,206

　税 引 前 当 期 純 利 益 2,682,801

　　　法人税、住民税及び事業税 804,000

　　　法人税等調整額 34,445 838,445

　当　期　純　利　益 1,844,355

注）１．記載金額は千円未満を切り捨てています。

損   益   計   算   書 

金 額

自 2025年 2月  1日
至 2026年 1月31日

科 目



別途積立金
繰越利益
剰余金

200,000 50,000 16,020,000 2,959,285 19,029,285 19,229,285 19,229,285 

剰余金の配当 ▲ 1,770,444 ▲ 1,770,444 ▲ 1,770,444 ▲ 1,770,444

当期純利益 1,844,355 1,844,355 1,844,355 1,844,355 

別途積立金の積立 970,000 ▲ 970,000 - - - 

吸収分割による減少 ▲ 16,020,000 ▲ 287,127 ▲ 16,307,127 ▲ 16,307,127 ▲ 16,307,127

- - ▲ 15,050,000 ▲ 1,183,215 ▲ 16,233,215 ▲ 16,233,215 ▲ 16,233,215

200,000 50,000 970,000 1,776,070 2,796,070 2,996,070 2,996,070 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てています。

株主資本等変動計算書

自 2025年 2月  1日

至 2026年 1月31日

当期変動額

当期末残高

当期変動額合計

（単位：千円）

株主資本合
計

純資産合計

利益剰余金
合計

前期末残高

利益準備金
資本金

株 主 資 本

その他利益剰余金

利益剰余金



 個別注記表  

1．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

2．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 （1）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

     未成工事支出金 

個別法に基づく原価法によっております。（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

 （2）固 定 資 産 の 減 価 償 却 の 方 法                

      有形固定資産（リース資産を除く）  建物（建物附属設備を除く）並びに 2016 年 4 月 1 日

以降に取得した建物附属設備及び構築物については

定額法、その他の有形固定資産については定率法を採

用しております。なお、耐用年数については法人税法

に規定する方法と同一の基準によっております。 

     無形固定資産（リース資産を除く）   定額法を採用しております。なお、耐用年数について

は法人税法に規定する方法と同一の基準によってお

ります。但し、自社利用のソフトウエアについては、

社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額法を採

用しております。 

     リ ー ス 資 産                  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産については、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用しております。 

 （3）引 当 金 の 計 上 基 準                

     貸 倒 引 当 金                 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。                    

     賞 与 引 当 金               従業員に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額

のうち、当事業年度に負担すべき額を計上しておりま

す。 

     役 員 賞 与 引 当 金 役員に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

     役 員 退 職 慰 労 引 当 金                  役員の退職に際し支給する退職慰労金に充てるため、

内規に基づく当事業年度末現在の要支給額を計上して

おります。 



     退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。なお、退職給付見込額の期間帰属

方法、数理計算上の差異の費用処理方法は以下の通

りです。ああああああああああああああああああああ          

①退職給付見込額の期間帰属方法ああああああああ         

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事

業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。あああああああああ             

②数理計算上の差異の費用処理方法 あああああああ

数理計算上の差異は、5 年による定額法により按分した

額を発生の翌事業年度から費用処理することとしてお

ります。 

 

（4）消費税等の会計処理 

      固定資産に係る控除対象外消費税等については、投資その他の資産の長期前払費用に計上し、5

年間で均等償却を行っております。その他の控除対象外消費税等については、発生事業年度の

期間費用としております。 

   

（5）収益及び費用の計上基準 

 当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行

義務を充足する通常の時点(収益を認識する通常の時点)は以下の通りであります。 

① 不動産賃貸取引 

     不動産賃貸取引については、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第 13 号)に基づ

き、賃貸借期間にわたり収益を認識しております。 

② 注文請負取引 

     注文請負取引については、顧客との工事請負契約に基づき、受注した全ての工事を完了する

履行義務を負っています。当該契約については、工事が完了した一時点で履行義務が充足さ

れるものであると判断し、工事が完了した時点で収益を認識しております。 

③ ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準 

     リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

 

3．貸借対照表に関する注記 

 （1）宅地建物取引業に基づき営業保証金として供託している資産       3,600 千円 

 （2）有形固定資産の減価償却累計額                2,397,822 千円 

 （3）関係会社に対する金銭債権・債務 

 短期金銭債権                      3,112,541 千円 

 短期金銭債務                                          21,660 千円 

（4）流動負債「営業前受金」の内、契約負債の残高         142,796 千円 

  



4．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

     営 業 収 益                        150,325 千円 

     営 業 費 用                        177,120 千円 

     営業取引以外の取引高                         4,653 千円 

 
5．株主資本等変動計算書に関する注記 

（1）当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

 普通株式                             4,000 株 

（2）剰余金の配当に関する事項 

  配当金支払額等 

① 2025 年 4 月 21 日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項 

    金銭による配当 

     ・配当金の総額                         1,770,444 千円 

     ・配当の原資                       利益剰余金 

     ・1 株当たり配当額                     442,611 円 

     ・基準日                       2025 年 1 月 31 日 

     ・効力発生日                    2025 年 4 月 22 日 

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの 

  2026 年 4 月 20 日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項 

    金銭による配当 

     ・配当金の総額                         1,567,700 千円 

     ・配当の原資                       利益剰余金 

     ・1 株当たり配当額                     391,925 円 

     ・基準日                       2026 年 1 月 31 日 

     ・効力発生日                    2026 年 4 月 21 日 

 

 

 

 

 

 

 



6．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳   

 繰延税金資産 

    賞与引当金                               88,268 千円 

営業前受金                     36,780 千円 

資産除去債務               30,663 千円 

賞与引当金に係る法定福利費        14,505 千円 

    未払事業税                   6,613 千円 

    減価償却超過額               4,426 千円 

    貸倒引当金                   3,549 千円 

    その他                    4,097 千円 

   繰延税金資産合計                188,902 千円 

   繰延税金負債 

    資産除去債務に対応する除去費用        4,569 千円 

    譲渡損益調整勘定               1,286 千円 

   繰延税金負債合計                5,855 千円 

    繰延税金資産の純額                      183,000 千円  

 

7．金融商品に関する注記 

 （1）金融商品の状況に関する事項 

  ①金融商品に対する取組方針 

当社は、資金調達については、親会社である積水ハウス不動産ホールディングス㈱からの借

入により調達しております。 

借入金の使途は、事業活動に必要な資金であり、資金計画等を十分に検討し、適切な手段を

用いて資金調達を行うこととしております。 

なお、デリバティブ取引はありません。 

 

  ②リスクならびにリスク管理体制 

営業債権である営業未収入金については、顧客の信用リスクに晒されております。当該リス

クに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、信販会社の保証制度を

利用するなどでリスク低減を図っております。 

寄託敷金については、顧客との賃貸借契約の終了時において、返還リスクに晒されているた

め、担当部署が適時に金銭の回収状況の管理を行っております。 

営業債務である営業未払金については、１年以内の支払期日であります。これらは決済時に

おいて流動性リスク(支払期日に支払を実行できなくなるリスク)に晒されているため、担当

部署が適時に資金計画を作成し、管理を行っております。 

借入金については、返済または利息の支払期日において流動性リスクに晒されているため、

担当部署が適時に資金計画を作成し、管理を行っております。 

 

  



（2）金融商品の時価等に関する事項 

    2026 年 1 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであり

ます。 

なお、現金及び預金、営業未収入金、運用委託金、営業未払金については、現金であること及び短

期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

 
貸借対照表計上額

（千円）（※） 
時価（千円）（※） 差額（千円） 

① リース債権 611,035  480,395  ▲130,640  

② 預り敷金 (1,867,632) (1,848,136) ▲19,496   

③ 預り保証金 (610,095) (588,797) ▲21,297 

（※）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

 

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

  資 産 

① リース債権 

  償還を受けるまでの期間及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値により算 

定しております。 

負 債 

② 預り敷金 及び ③預り保証金 

     返還をするまでの期間及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値により算定

しております。 

 

8．賃貸等不動産に関する注記 

 （1）賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社は、宮城県その他の地域において、賃貸用の住宅等を有しております。 

（2）賃貸等不動産の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 

1,728,953 2,152,066 

（注）1．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

   2．当事業年度末の時価は、収益還元法により算出した金額であります。 

 

 

 

 

 

 



9．関連当事者との取引に関する注記 

 親会社 

種類 名称 

議決権等の 

所有（被所有）

割合（％） 

関係内容 取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

（千円） 

親会社 積水ハウス不動産 

ホールディングス㈱ 

被所有 

直接 100％ 

資金運用 

の委託 

資金の運用 ※1 

資金の払戻 ※1 

21,700,000 

20,700,000 

運用委託金 3,000,000 

利息の受取 ※1 

 

4,653 － － 

（注）取引条件および取引条件の決定方針 

１.資金の借入、返済、運用及び利息については、市場金利を勘案して決定しております。 

 

兄弟会社 

種類 名称 

議決権等の所有

（被所有）割合

（％） 

関係内容 取引の内容 

 

取引金額 

(千円) 

 

科目 

 

期末残高 

（千円） 

親会社の

子会社 積水ハウス不動産(株) － 吸収分割 
分割資産 ※2 

分割負債 ※2 

 

18,791,917 

2,484,789 

 

－ 

 

－ 

（注）取引条件および取引条件の決定方針 

２.吸収分割に係る取引金額は、分割時点で共通支配下の取引であったことから、分割した事業に 

係る資産及び負債の適正な帳簿価額をもとに決定しております。 

 

10．１株当たり情報に関する注記 

 （1）１株当たり純資産額        749,017 円 51 銭 

 （2）１株当たり当期純利益金額    461,088 円 92 銭 

 

11．収益認識に関する注記 

  (収益を理解するための基礎となる情報) 

  収益を理解するための基礎となる情報に関する注記については、「2.重要な会計方針に係る事項に関

する注記((5)収益及び費用の計上基準)」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しておりま

す。 

 

12. 企業結合等に関する注記 

共通支配下の取引等 

当社は、2024 年 12 月 5 日開催の取締役会決議に基づき、当社と積水ハウス不動産関西株式会社との間

で、2025 年２月１日を効力発生日とする吸収分割契約を 2024 年 12 月 10 日付で締結し、2025 年２月１

日付で、吸収分割を実施しました。なお、2025 年２月１日付で当社は「積水ハウスシャーメゾンＰＭ東

北株式会社」に、積水ハウス不動産関西株式会社は「積水ハウス不動産株式会社」にそれぞれ商号を変更

しております。 

 （1）取引の概要 

・対象となる事業の内容：主に不動産の仲介及び売買に関する事業 

・吸収分割の効力発生日：2025 年 2 月 1 日 



・吸収分割の法的形式：当社を吸収分割会社とし、積水ハウス不動産関西株式会社を吸収分割承継会社

とする吸収分割 

・吸収分割の目的：積水ハウス不動産グループの賃貸事業、仲介・不動産事業の専門性を強化しさらなる

成長を目指すため、当社を含む積水ハウス不動産６社及び積和トータルサポート株式会社の仲介・不動

産事業を、積水ハウス不動産関西株式会社を承継会社とする吸収分割の方式により１社に集約いたしま

した。賃貸事業の専業会社となる当社につきましては、積水ハウス株式会社が建築する「シャーメゾン」

ブランドと、プロパティマネジメント（PM）など主な事業内容や事業エリアを商号として明確に表すこ

とで、専門性強化に結び付けてまいります。 

・分割した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその内訳 

  流動資産：15,228,778 千円 

  固定資産： 3,563,138 千円 

  資産合計：18,791,917 千円 

  流動負債：   327,054 千円 

  固定負債： 2,157,735 千円 

  負債合計： 2,484,789 千円 

 （2）実施した会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10 号）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を

行っております。 


